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研究成果の概要（和文）：　本研究は、3つの要素－制度（NATO、EU）、国家（欧州各国、ロシア）の立ち位置
の選択（positioning）、及び経済主体の利害－の相互作用という視角から、ウクライナ危機とエネルギー安全
保障の相関について研究した。
　この結果、この絡み合った2つの問題を同時に解決していく上で、国際協力及びエネルギー供給源・エネルギ
ーミックスの「多角化」が有効であることが明らかとなった。これは、日本の外交とエネルギー安全保障にとっ
ても示唆的である。

研究成果の概要（英文）：This study examines the correlation between Ukraine Crisis and Energy 
Security from the perspective of interaction between three elements: institutions (NATO and the EU),
 positioning of States (European countries and Russia) and interests of economic entities. The 
results show that "diversification” both of international cooperation and energy supply & mix are 
effective in solving these two intertwined issues simultaneously. This has implications for Japan's 
diplomacy and energy security.

研究分野： ヨーロッパ経済、エネルギー経済、ロシア経済

キーワード： 多角化　多極化　EU　ロシア　欧州近隣政策　エネルギーミックス　東方パートーナシップ　東方シフ
ト

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、異なる分野の専門家（EU、ロシア・ウクライナ等の地域研究、エネルギー、国際経済、国際政治、
安全保障、ジャーナリスト、企業の実務家など）の協力を得て、学際的な共同研究を行った。
 これによって、EU、ロシア、エネルギーなどの研究者間の相互理解の不足を改善し、ウクライナ危機とエネル
ギー安全保障に関する「冷静でバランスのとれた認識の共有」の学術的基礎を構築した。これは、現実的に、エ
ネルギーを安定的に確保し、エネルギービジネスを進める上でも必要な前提条件である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
（1）冷戦終結後に生じたウクライナ危機とエネルギー安全保障をめぐって様々な言説が流布さ
れたが、EU、ロシア、ウクライナ、エネルギーなど研究分野のあいだの相互理解が不足していた
ため、冷静でバランスのとれた認識を共有することが、学術面において、また社会的にも求めら
れていた。 
（2）経済の重心の大西洋からアジア太平洋への移動に適応するために、ロシアは、東方シフト
を進めていたが、ウクライナ危機を契機とした対ロシア経済制裁は、この動きを加速させ、中国・
ロシアの接近を促し、日本を含むエネルギー安全保障に影響することが予想されていた。 
 
２．研究の目的 
 
（1）研究開始当初の背景を念頭に、これまで対話する機会さえ限られていた異なる専門家（EU、
ロシア・ウクライナ等の地域研究、エネルギー、国際経済、国際政治、安全保障、ジャーナリス
ト、企業の実務家など）の協力を得て学際的共同研究を組織し、ウクライナ危機とエネルギー安
全保障について冷静でバランスのとれた認識の共有の基盤を構築することを目的とした。特設
分野「紛争研究」に応募したのは、それ故である。 
（2）ウクライナ危機は、単に欧州の問題に留まらず、地域紛争、安全保障、エネルギー問題が
複雑に絡んだ国際秩序の再編問題でもあるとの問題意識に基づいて、ウクライナ危機を総合的
に分析することを目的とした。すなわち、この危機は、ウクライナ国内の内的諸要因に留まらず、
EU と NATO に媒介された欧州秩序の揺らぎ、シェール革命と EU のエネルギー市場統合を契機と
する EU・ロシア関係の変化、同危機を契機として導入された対ロシア経済制裁が加速したロシ
アの東方シフトと中ロ接近などの外的諸要因とを総合的に分析し、そこから日本のエネルギー
安全保障政策への示唆を導出することを試みた。 
 
３．研究の方法 
 
（1）歴史、政治、経済、エネルギーの 4つの側面からウクライナ危機を分析するために、異な
る専門の研究者による学際的共同研究を行った。その際、共通の分析枠組みとしてコンステレー
ション理論を措定した。同理論は、米国・英国・ドイツ・フランスの集合的な極、及び極の制度
的基礎となっている NATO と EU との関係性を各国が独自に選択（positioning）することによっ
て、自己同一性を維持しながら既存の欧州秩序に適応し、翻ってそれらが極、NATO、EU にも反
作用をもたらすという欧州秩序に対する動態的な分析視角を提示している。 
（2）上記の分析枠組みは、必然的にウクライナ危機に関連する関係国の諸機関に対するヒアリ
ングを要請する。主な現地調査は、次の通りである。ブリュッセル：欧州委員会エネルギー総局、
Center of European Policy Studies の東方パートナーシップ専門家、NATO 等。ロシア：ガスプ
ロム（ロシア国営ガス会社）、スコルコヴォ・モスクワ・マネージメントスクール・エネルギー
センター、ロシア下院、世論調査機関等。ジョージア：外務省のアジア・太平洋課長、EU統合課
長、国際経済協力課長等。ウクライナ：外務省、在ウクライナ EU 代表部、世論調査機関、エネ
ルギー経済研究所、対西欧統合担当副首相等。また、エネルギー関連企業への聞き取り調査を行
った。 
 
４．研究成果 
 
（1）内的諸要因と外的諸要因の総合的分析に基づき、ウクライナ危機に関する「冷静でバラン
スのとれた認識の共有」の基礎を構築した。まずウクライナの独立、市場経済への体制転換、
民主化、政治改革の歴史を踏まえ、さらにウクライナが同時に EU とロシアのあいだに位置する
ことを考慮して、EUおよびロシアの対ウクライナ政策を対比し、ウクライナ、EU、ロシア間の
認識の相違を明らかにした。EUの東方拡大と同時に構想された EU の近隣諸国政策(ENP)は、対
象国がそれぞれの事情に応じて自発的に EUの規範を受容していく緩やかな枠組みであり、ウク
ライナはその主たる対象国であった。しかし、ロシアが「近い外国」と認識していたウクライ
ナを ENP の対象とすることは、ロシアからみれば勢力圏への干渉と認識された。EU の対ロシア
政策が進まない中で、ウクライナとロシアのガス紛争を経て両者の齟齬は深まり、さらにロシ
ア・ジョージア戦争を契機として、EUは、ENP の一部として旧ソ連地域を対象とする東方パー
トナーシップ政策を打ち出したが、これはロシアの不満をますます募らせるものであった。ロ
シアの勢力圏的発想、ウクライナの国民国家の未形成に加え、EUが自らのグローバル戦略の中
にロシアを位置づけることに失敗したことも、ウクライナ危機の一因となったのである。これ
は、通説では見落とされてきた点である。ウクライナ危機後、EUはロシアに経済制裁を科した
が、今後もロシアは最重要な隣国であり続ける。これを考慮すれば、ウクライナをめぐる EU、
ロシア双方の政策を実態に即して冷静に評価し、かつ相互理解を深めることが必要であり、本
研究は、その基礎を構築した。 
（2）EU とロシアのエネルギー安全保障政策の比較に基づき、エネルギー供給国、消費国双方
にとって、供給源、輸出市場、エネルギーミックスの「多角化（diversification）」が最も重



要であることを明らかにした。通説によれば、ロシアは、ウクライナとのガス紛争が示すよう
に、エネルギー資源を武器として政治的に利用するとされる。確かに、主たるエネルギー源が
賦存の偏った石油・天然ガスである段階では、ロシアを初め資源保有国は独占的供給者の立場
となり、時としてそれを政治的な圧力として利用しようとしてきた事実は観察される。しか
し、2006 年のロシア・ウクライナガス紛争を契機として、むしろ EUのロシアに対する交渉力
は格段に高まっている。それは、エネルギー市場の自由化、液化天然ガス（LNG）市場の発展、
シェール開発、そして再生可能エネルギーの発展である。これによって、EU は、エネルギー供
給源とエネルギーミックスを「多角化」することが可能になり、つまりロシア以外の選択肢を
確保し得たからである。言い換えれば、ロシアがエネルギーを「武器」として利用しようとし
ても、その余地は限られていた。一方、ロシアは、EUの値下げ要求や市場のルールを受け入れ

EU 市場を確保しつつ、エネルギー需要の増加が見込めるアジア市場を開拓し、輸出市場を「多
角化」し、さらに資源に依存する経済構造を脱却し産業構造を多様化することが必要となって
いる。 
（3）ウクライナ危機を契機とするロシアの「東方シフト」の加速と国際秩序再編の展望を明ら
かにした（図を参照）。ソ連崩壊後の四半世紀あまり、世界的な規制緩和が進み、欧米における
金融主導の成長が進み、それは中国など新興国に潤沢な資金と市場を提供し世界経済の成長を
促した。さらにそれは、エネルギー需要の増加をもたらし石油価格を上昇させ、ロシアなど資
源国の成長を促した。こうした好循環の下で、欧米の資源メジャーは、中国やロシアの国有メ
ジャーと協力して資源開発を進めてきた。こうして、世界経済における経済の重心は先進国か
ら新興国、特に東アジアへと移動し始めたのである。しかし、この好循環は、2008 年末から
2009 年の世界的金融危機とともに終わりを告げ、G0と呼ばれるように国際秩序が揺らぎ始め
た。この段階で生じたのが、上記（1）で説明したウクライナ危機であり、また上記（2）で説
明した EUのエネルギー戦略の大転換であった。この状況に対して、ロシアは、多極化を展望
し、東方シフトを加速させ、中国に接近し、またユーラシア経済連合の形成を主導した。こう
したロシアの選択は、しばしば勢力圏拡大の動きとして語られるが、むしろ欧州秩序の再編、
EU エネルギー市場の大転換、アジアに経済の重心が移動しつつあるといった状況の変化に対す
る反応型（reactive）のものである。 

 

図 世界経済の構造転換とロシアの対応に関する概念図 

 

 

注：図中の能動的は active、反応型は reactive の意。 



（4）日本のエネルギー安全保障への示唆として、特に「多角化」の重要性を明らかにした。ロ
シアは、アジア市場を重視し、東シベリア太平洋石油パイプラインを完成させ、またサハリンか
らの LNG（液化天然ガス）輸出も開始し、ロシアからの石油・天然ガス輸入は、日本の中東依存
を幾分か是正している。同時に、過度な中国依存を避けたいロシアにとっても、日本の重要性が
増している。日本が、ロシアに対する交渉力を損なわず、ロシアのエネルギー資源を確保し有効
利用する鍵を握るのが、「多角化」である。しかし、EU と比較した場合、日本では、供給源の多
角化は進んでおらず、エネルギー市場の自由化も遅れており、それが再生可能エネルギーの発展
を制約し、エネルギーミックスの「多角化」も阻んでいる。EUのエネルギー政策に学ぶことは、
日本のエネルギー安全保障を考える上で参考となる。 
（5）研究分担者、研究協力者らによる上記の研究成果に加え、エネルギー開発に携わってきた
実務家の協力とエネルギーや地域研究の研究機関（一般財団法人日本エネルギー経済研究所
（IEEJ）、一般社団法人ロシア NIS 貿易会（ROTOBO）、公益財団法人環日本海経済研究所（ERINA)、
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）、ユーラシア研究所）の後援を得て、
2020 年 2月 16 日（日）に公開シンポジウム「エネルギー安全保障：欧州の経験とアジアへの示
唆」を開催した。この記録は、科研費研究成果の論文とあわせて最終報告書（A4,303 ページ）に
とりまとめた。 
（6）「グリーンディールと自動車産業の再編」という新たな研究シーズを発見した。本研究は、
「多角化」がエネルギー安全保障の鍵であるとの結論に至ったが、それは新たな研究シーズの発
見でもあった。「多角化」は、EU が目指している分散ネットワーク型社会の形成を考える上でも
鍵となる概念である。そこで、立教大学学術推進特別重点資金を得て「欧州における EV シフト
と生産・インフラ・ネットワークの再構築と日系企業のへの影響」をテーマとする共同研究を開
始している。 
 
 
参考文献：科研費基盤研究（B）紛争研究 16KT0044（2016-2019 年）研究代表 蓮見 雄編『超
す手レーション理論に基づくウクライナ危機とエネルギー安全保障の総合的研究』報告書、2020
年 3月。  
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